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【広島県人事行政の運営の状況】

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用状況（令和５年４月２日～令和６年４月１日） （単位：人）

行政職 157 1 37 4 37 12 14 262 

研究職 12 1 13 

医療職 1 1 131 133 

技能労務職 1 1 

教育職 559 1 19 56 1 636 

警察職 101 69 6 176 

合計 730 1 37 101 69 6 56 75 146 1,221 

※　退職派遣後の採用、再任用職員、育休任期付職員及び臨時的任用職員を除いています。

（２）職員の退職状況（令和５年４月１日～令和６年３月31日） （単位：人）

行政職 46 65 85 1 3 200

研究職 5 1 1 7

医療職 6 19 105 1 131

技能労務職

教育職 66 370 3 5 444

警察職 12 130 1 143

合計 57 163 690 4 11 925 

※　退職派遣者、再任用後の離職者、育休任期付職員及び臨時的任用職員を除いています。

           区分

 職種
大卒程度

短大卒
程度

高卒程度
警察官

Ａ
警察官

Ｂ
障害者
対象

社会人等 割愛
その他
選考

合計

           区分

 職種
定年退職 勧奨退職

応募認
定退職

普通退職 分限免職 懲戒免職 失職 死亡退職 合　　計
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（３）　職員数の状況

　①　部門別職員数の状況と主な増減理由
　　　　　　　（各年４月１日現在）

対前年

令和５年 令和６年 増減数

議　会 41 41 0

普 総務企画 675 685 10

一 税　務 301 299 △ 2

通 般 民　生 352 362 10

行 衛　生 673 649 △ 24

会 政 労　働 148 152 4

部 農林水産 924 915 △ 9

計 門 商　工 298 300 2

土　木 1,173 1,163 △ 10

部 計 4,585 4,566 △ 19

14,882 14,735 △ 147

門 5,784 5,799 15

25,251 25,100 △ 151

1,386 1,386 0

81 82 1

110 114 4

1,577 1,582 5

26,828 26,682 △ 146

（注）　職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時及び　　

　　　非常勤職員を除いている。

　②　年齢別職員構成の状況（令和６年４月１日現在）

20歳未満 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳～ 計
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

108 1,135 2,440 2,532 2,244 2,107 2,341 2,478 2,732 3,451 3,578 448 25,594 

 職　員　数

DXShipひろしまによる市町派遣の増

こども家庭センターの体制強化による増

新型コロナウイルス感染症対応に係る業務減による減

（参考：人口10万人当たり職員数166人）

教　育 児童・生徒数の変動等による減

警　察

小　計 （参考：人口10万人当たり職員数913人）

病　院

水　道

その他

小　計 （参考：人口10万人当たり職員数58人）

合      計 （参考：人口10万人当たり職員数970人）

区分

　　　 　区　分
 部　門

主　な　増　減　理　由

会
計
部
門

公
営
企
業
等

職員数

0 

2 

4 

6 

8 

10 

12 

14 

16 

18 

20歳未満 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳～

構成比

５年前の構成比

（％）
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　③　職員数の推移

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

4,385 4,455 4,535 4,579 4,585 4,566 181 (4.1%)

13,970 14,034 14,878 14,925 14,882 14,735 765 (5.5%)

5,737 5,733 5,773 5,777 5,784 5,799 62 (1.1%)

24,092 24,222 25,186 25,281 25,251 25,100 1,008 (4.2%)

1,479 1,487 1,513 1,548 1,577 1,582 103 (7.0%)

25,571 25,709 26,699 26,829 26,828 26,682 1,111 (4.3%)

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

（注）２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

　　　　　年　度
 部門別

過去５年間の増減数（率）

一般行政部門

教育

警察

消防

普通会計計

公営企業等会計計

総合計
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２　職員の人事評価の状況
（１）知事部局

（２）教育委員会（事務局及び学校以外の教育機関に勤務する職員）

目　　的

職員一人一人の能力・実績・適性等を、日頃の仕事振りを通して、的確に把握することにより、
ア　能力の活用と人材の育成を視点とした適材適所の人事配置と任用管理
イ　職員のやる気と成果に応じた給与制度による職員個人の仕事へのインセンティブの付与
ウ　職員個人の能力をより効果的に引き出し、伸ばすことを可能とする研修・能力開発
に資することを目的として実施する。

人事評価の内容

「勤務成績評価」（能力評価）及び「目標申告・成果評価」（実績評価）を２つの柱として評価を実
施する。
１　被評価者
　　次に掲げる者以外の一般職の職員（以下｢職員｣という。）を対象とする。
　　ただし、再任用職員を含む。
　　ア 本庁局長級の職にある職員
　　イ 非常勤職員
　　ウ 県から他の団体等に派遣している職員
　　エ その他知事が次の２から４に定める人事評価の実施を不適又は不必要と認める職員
２　評価者
　　評価者は、職務遂行について職員を管理監督している者とする。
３　実施方法
(1) 勤務成績評価
　まず、被評価者が評価区分ごとに設定された評価要素について自己申告を行う。これを踏ま
え、評価者が、評価要素について評価を行い、２～３月に実施する育成面談を通じて職員へ評
価結果を開示する。
(2) 目標申告・成果評価
　各職員は、自分の担当業務について、その目的や組織（上司）の目標等を参考に４～９月の
目標を設定し、これについて上司と目標申告面談を行う。
　次に、職員は、９～10月に上半期の目標について自己評価を行うとともに、10～３月の下半期
の目標を設定する。これについて、上司は上半期の評価を行い、育成面談において職員に開
示する。
　そして、２～３月には下半期の目標について自己評価を行い、これについて上司は評価を行
い、２～３月に行う育成面談において職員に開示する。
４　処遇への反映
　勤勉手当については、目標申告・成果評価の評価も基に、「特に優秀」又は「優秀」の該当者
を決定する。
　昇給については、勤務成績評価を基に、「極めて良好」又は「特に良好」の該当者を決定す
る。

目　　的
人事評価を公正に行うことにより、勤務能率の増進、適職等への配置及び人材育成を図り、もっ
て適正な人事管理に資すること。

人事評価の内容

「勤務成績評価」（能力評価）及び「目標申告・成果評価」（実績評価）を２つの柱として評価を実
施する。
１　対象者
　　本庁、地方機関及び学校以外の教育機関に勤務する職員
２　評価者及び面談者
　　教育長、教育次長、部長、参与、課・室長、地方機関の長、学校以外の教育機関の長等
３　実施方法
(1) 勤務成績評価
　まず、被評価者が評価区分ごとに設定された評価要素について自己申告を行う。これを踏ま
え、評価者が、評価要素について評価を行い、２月～３月に実施する能力評価面談を通じて本
人へ評価結果を開示する。
(2) 目標申告・成果評価
　各職員は、職務・職責や役割に応じて、上司の目標を踏まえて４月から９月までの上半期の目
標を設定する。これについて目標申告面談を所属長と行う。
　次に、職員は、９～10月に上半期の目標について自己評価を行うとともに、10月から３月まで
の下半期の目標を設定する。これについて、所属長は上半期の評価を行い、業績評価面談に
おいて職員に開示する。
　そして、２～３月には下半期の目標について自己評価を行い、これについて所属長は評価を
行い、２～３月に行う業績評価面談において職員に開示する。
４　処遇への反映
　勤勉手当については、目標申告・成果評価の評価を基に、「特に優秀」又は「優秀」の該当者
を決定する。
　昇給については、勤務成績評価を基に、「極めて良好」又は「特に良好」の該当者を決定す
る。
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（３）教育委員会（県立学校職員及び県費負担教職員）

（４）警察本部

目　　的
職員がそれぞれの職務を遂行するに当たり、発揮した能力及び挙げた業績をそのプロセスを踏
まえ適正に評価し、適切に処遇することによって意欲の向上を図り、人材育成に資することを目
的とする。

人事評価の内容

「能力評価」（発揮した能力を把握）及び「業績評価」（挙げた業績をプロセスを踏まえて把握）を２
つの柱として評価を実施する。
１　対象者　　県立学校教職員及び県費負担教職員
２　評価者及び面談者　　教育長、校長、教頭、総括事務長、事務長等
３　実施方法
(1) 能力評価　一次評価者、二次評価者が、職種ごとに設定された評価項目を能力・実績・意欲
に分けられた評価要素によって評価を行い、総評を絶対評価で表し、１月～２月中旬に実施する
面談を通じて本人へ評語を開示する。
　二次評価者は、評価項目について、能力・実績・意欲の評価要素に基づき５段階の評点を付
け、その合計点から最終的に５段階の評語（Ｓ～Ｄ）を決定する。
(2) 業績評価　各教職員は、職務・職責や役割に応じて、４月から翌年３月までの１年間の目標を
設定し、自己評価を行い、校長等が指導・助言及び評価を行う。
　自己目標は、組織目標を踏まえて自己申告（業績評価）書に記入し、校長等との面談を通じて
追加・修正を行い設定する。
　校長等は、教職員について授業観察や職務遂行状況の把握を適切に行い、必要な指導・助言
を行う。
　各教職員は、年度の中間期に上半期自己評価を行い、校長等が面談の上で、指導・助言及び
評価を行う。
　各教職員は、年度末に向けて、下半期自己評価を行い、職員から最終的に申告された自己申
告（業績評価）書により、校長等が面談の上で評価を行う。
　（業績評価の実施期間）　
　　上半期：４月１日～９月30日、下半期：10月１日～３月31日
４　処遇への反映
　勤勉手当については、年２回の判定期間における、プロセスを踏まえた業績を評価し、「特に優
秀」又は「優秀」の該当者を決定する。
　昇給については、判定期間における、能力評価及び業績評価を総合的に評価し、「極めて良
好」又は「特に良好」の該当者を決定する。

目　　的
職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で勤務成績を評
価し、任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とすることにより、能力及び実績に基づく人事
管理の徹底と、組織全体の士気高揚及び公務能率の向上を図る。

人事評価の内容

①　被評価者
　　警察職員（警視正以上の階級にある警察官を除く。）
②　評価者等
　　 評価者は、日常、直接職員と接して、職員を掌握し、職務遂行について職員を管理監督して
いる者とする。
③　評価期間
　　 ４月１日から翌年３月３１日までとする。
④　人事評価の構成
　　 人事評価は、能力評価（職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力に対する評価）及
び業績評価（職員がその職務を遂行するに当たり挙げた業績に対する評価）による。
　　 なお、詳細は広島県警察職員の人事評価に関する訓令等による。
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３ 職員の給与の状況 

 

 県職員の給与は、「職員の給与に関する条例」などの関係諸規程に基づいて、基本給としての給料と、

扶養手当、住居手当、通勤手当などの諸手当が支給されています。 

 この給与は、県内民間給与の実態や物価、生計費などの調査結果に基づいて行われる県人事委員会の

「職員の給与等に関する報告及び勧告」や国及び他の地方公共団体との均衡などを考慮しながら、県民

の代表機関である県議会において慎重に審議され、決定されます。 

 県職員の給与及び定員管理などの実態は、次のとおりです。 

 

 

（１）総括 

 

①  人件費の状況（普通会計決算） 

令和５年度の決算（普通会計）における人件費の額は、約 2,292 億円で歳出総額に占める割合は

20.8 パーセントとなっています。人件費には、職員に支払われた給与、退職した職員に対する退職手

当、県議会議員・知事などの特別職に支払われた報酬などのほか、地方公務員共済組合負担金や地方

公務員災害補償費などが含まれています。 

なお、この人件費を目的別に見ると、教育関係 56.4パーセント、警察関係 23.0パーセント、一般

行政関係 20.6 パーセントとなっています。教育関係の割合が高いのは、県立学校のほかに、広島

市を除く、市町立小・中学校職員の給与も県が負担しているからです。 

 

区 分 

住 民 基 本 

台 帳 人 口 

(R6.1.1) 

 

歳 出 額 

    Ａ 

実 質 収 支 

 

人 件 費 

    Ｂ 

 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

(参考) 

令和４年度 

の人件費率 

令和５年度 

人 

2,750,540 

千円 

1,102,901,381 

千円 

5,467,362 

 

千円 

229,239,311 

％ 

20.8 

％ 

19.8 
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歳 出 総 額 に 占 め る 人 件 費 の 割 合 

(令和５年度普通会計決算) 

 

 
 

 

①  職員給与費の状況（普通会計決算） 

令和５年度決算（普通会計）における給料、職員手当（扶養手当、住居手当、通勤手当など）及

び期末・勤勉手当の給与の総額は約 1,729 億円で、職員１人当たりの額は約 716 万円となっていま

す。 

 

区 分 
職員数 
  Ａ 

給 与 費 １人当たり 
給与費 

  Ｂ/Ａ 
給 料 

給 料 職員手当 
期末・勤勉手当 計 Ｂ 

令和５年度 

人 

24,145 

 

千円 

105,641,855 

千円 

23,387,516 

 

千円 

43,828,411 

 

千円 

172,857,782 

千円 

7,159 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数については令和５年４月１日現在の人数である。また、再任用職員（短時間勤務）

及び会計年度任用職員は含まない。 

３ 給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれているが、会計年度任用

職員の給与費は含まれていない。 

 

 

  

人件費

2,292億3,931万円

20.8%

歳出総額

1兆1,029億138万円

教育関係

1,293億38万円

56.4%

警察関係

527億7,456万円

23.0%

一般行政関係

471億6,437万円

20.6%

目的別

教育委員会

1,289億6,149万円

56.3%

警察本部

527億3,157万円

23.0%

知事部局等

475億4,625万円

20.7%

部門別
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②  ラスパイレス指数の状況

  

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職

俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100として計算した指数

２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレ

ス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較す

るため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に

基づく地域手当支給率）により算出。）

※ 令和２年から令和５年の４月１日のラスパイレス指数が、100 を超えていることについての、

理由及び改善の見込み

本県と国とでは学歴別・経験年数別の職員構成比率が異なること等から、ラスパ

イレス指数が 100 を超えている。

給与水準については、地域の民間給与水準との均衡を図るために行われた人事委

員会勧告を尊重して決定しており、今後とも人事委員会勧告を尊重しつつ、適切な

給与水準となるよう努める。

④ 給与改定の状況

ア 月例給 

区 分

人 事 委 員 会 の 勧 告

民間給与
   Ａ

職員給与
   Ｂ

較差
Ａ－Ｂ

勧告
（改定率）

令和５年度
円

381,133
円

377,422
円

3,711
（0.98％）

％
0.98

イ 特別給（期末・勤勉手当）

区 分

人 事 委 員 会 の 勧 告

民間の支給
割合  Ａ

職員の支給
月数  Ｂ

較差
Ａ－Ｂ

勧告
（改定月数）

令和５年度
月

4.51
月

4.40
月

0.11
月

0.1

R2.4.1

101.2

（100.0

R3.4.1

100.8

（100.0） R4.4.1

98.9

R4.4.1

100.5

（99.2）
R2.4.1

100..0

R5.4.1

100.5

（99.2）

R3.4.1

99.9

90

95

100

105

110

広島県 都道府県平均

R5.4.1

99.6
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⑤ 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引

下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

【実施時期】平成 27 年４月１日

ア 給料表の見直し

（内容）医療職給料表（一）を除く給料表について、国の見直し内容に準じて引

下げ。給料表の改定に伴い、給料月額の下がる職員については、５年間（令和２

年３月 31 日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

イ 地域手当の見直し

令和６年度の支給割合

（％）

国基準による支給割合

広島市 10

府中町 6

廿日市市、海田町、坂町 3

三原市、東広島市 3

上記以外 0

広島県の支給割合

広島市、府中町 6.2

上記以外 3.2

（内容）

   本県の職員給与の状況、国及び他の都道府県における支給割合の設定状況等を総合

的に勘案して見直しを行い、上記のとおり支給している。

ウ その他の見直し内容

単身赴任手当及び管理職特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。
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（２）職員の平均給与月額、初任給等の状況

①  職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在）

職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額を比較すると、次のとおりです。

ア 一般行政職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

広島県 43.2歳 330,092円 408,535円 368,685円

国 42.1歳 323,823円 － 405,378円

イ 高等学校教育職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

広島県 44.1歳 374,341円 437,134円 408,393円

ウ 小・中学校教育職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

広島県 40.4歳 350,041円 400,612円 381,304円

エ 警察職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

広島県 39.7歳 341,471円 449,487円 378,980円

国 41.8歳 328,209円 － 388,322円

  （注）１ 「平均給料月額」とは、令和６年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均

である。なお、職種区分については、地方公務員給与実態調査要領によるものであり、一

般行政職とは行政職給料表が適用される職員のうち、国における税務職俸給表の適用を受

けるものに相当する職員（各県税事務所職員）などを除いたものである。（以下、他の公

表項目についても同じ。）

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時

間外勤務手当などの全ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査に

おいて明らかにされているものである。

       また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝

時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。
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②  職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在） 

県職員採用試験に合格し、採用された職員の初任給を国の初任給と比較すると次のとおりです。 

 

区 分 広 島 県 国 

一般行政職 
大 学 卒 205,537円 196,200円 

高 校 卒 173,729円 166,600円 

高 等 学 校 

教 育 職 

大 学 卒 229,545円 － 

高 校 卒 186,392円 － 

小・中学校 

教 育 職 

大 学 卒 229,545円 － 

高 校 卒 186,392円 － 

警 察 職 
大 学 卒 231,470円 227,600円 

高 校 卒 201,688円 191,800円 

 

③  職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在） 

職員として採用され、引き続き勤務している職員の 10 年、20 年、25 年、30 年経過後の平均給料

月額は、次のとおりです。 

 

区  分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 
大 学 卒 276,094円 369,864円 388,734円 410,812円 

高 校 卒 240,004円 318,351円 360,424円 382,002円 

高 等 学 校 

教 育 職 
大 学 卒 321,803円 401,179円 424,593円 439,399円 

小・中学校 

教 育 職 
大 学 卒 324,714円 396,295円 416,174円 429,618円 

警 察 職 
大 学 卒 270,513円 383,168円 409,693円 426,319円 

高 校 卒 270,707円 346,150円 391,220円 411,994円 
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（３）一般行政職の級別職員数等の状況 

 

①  一般行政職の級別職員数の状況（令和６年４月１日現在） 

職員は、その職種に応じて適用される給料表が異なり、それぞれの給料表において、その職務と  

責任に応じて格付される級が決定されます。一般行政職員の多くに適用される行政職給料表の場合、

それぞれの標準的な職務内容、職員数及びその構成比は次のとおりです。 

 

 

 

 （注）１ 広島県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

 

 

  
 
 
 
 
 

1級 22.6% 1級 22.5%
1級 18.7%

2級 20.7% 2級 19.7%

2級 14.1%

3級 37.6% 3級 38.8%
3級 49.4%

4級 13.0% 4級 12.8% 4級 12.1%

5級 4.7% 5級 4.5% 5級 4.3%6級 1.2% 6級 1.3% 6級 1.2%

7級 0.3% 7級 0.3% 7級 0.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和6年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
1号給の 
給料月額 

最高号給の 
給料月額 

7級 局長 14人 0.3％ 517,744円 535,978円 

6級 部長 65人 1.2％ 469,120円 487,354円 

5級 課長 247人 4.7％ 442,681円 460,915円 

4級 参事 682人 13.0％ 327,806円 417,153円 

3級 主査 1,977人 37.6％ 277,663円 396,083円 

2級 主任 1,087人 20.7％ 244,538円 356,069円 

1級 主事 1,189人 22.6％ 164,713円 284,146円 
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②  国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和６年４月１日現在） 

 

                                令和６年４月１日時点 

 

  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

広島県６級

広島県５級（課長）

広島県７級（局長）

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国６級（困難課長補佐）

広島県４級（参事）

国５級（課長補佐）

広島県３級（主査）

国４級（困難係長）
広島県２級（主任）

国３級（係長）

国２級（上級係員）

広島県１級（主事）

国１級（係員）

広島県 （R６）

国家公務員 （R６)

（百円） 
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③  昇給への人事評価の活用状況（広島県） 

令和５年４月２日から令和６年４月１日 

までにおける運用  
管理職員  一般職員  

イ  人事評価を活用している  ○  ○  

 

活用している昇給区分  
昇給可能  

な区分  

昇給実績が 

ある区分  

昇給可能  

な区分  

昇給実績が 

ある区分  

上位、標準、下位の区分  ○   ○   

上位、標準の区分   ○   ○  

標準、下位の区分      

標準の区分のみ（一律）      

ロ  人事評価を活用していない    
 
 
 
 

（４）職員の手当の状況 

 

① 期末手当・勤勉手当 

職員には、年間に給料などの 4.50月分に相当する期末・勤勉手当（民間事業所で支払われる賞与

などの特別給に相当するもの）が支給されています。 

広 島 県 国 

１人当たり平均支給額（令和５年度） 

1,563千円 
－ 

（令和５年度支給割合） （令和５年度支給割合） 
期末手当 

2.45月分 

（1.375月分） 

勤勉手当 

2.05月分 

（0.975月分） 

期末手当 

2.45月分 

（1.375月分） 

勤勉手当 

2.05月分 

（0.975月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役 職 加 算    5～20％ 

・管理職加算    5～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役 職 加 算    5～20％ 

・管理職加算   10～25％ 

 （注）( )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

  ○ 勤勉手当への人事評価の活用状況（広島県） 

令和５年度中における運用 管理職員  一般職員  

イ  人事評価を活用している  ○  ○  

 

活用している成績率  
支給可能  

な成績率  

支給実績が 

ある成績率 

支給可能  

な成績率  

支給実績が 

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率  ○   ○   

上位、標準の成績率   ○   ○  

標準、下位の成績率      

標準の成績率のみ（一律）      

ロ  人事評価を活用していない    
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② 退職手当（令和６年４月１日現在）

職員が退職した場合は、給料に退職事由及び勤続年数に応じた支給率を乗じるなどして得た額の

退職手当が支給されます。

広 島 県 国

（支給率） 自己都合 応募認定退職・定年 （支給率） 自己都合 応募認定退職・定年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分 勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分 最高限度 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特別措置 3％～45％加算 定年前早期退職特別措置 3％～45％加算

（退職時特別昇給 公務のための死亡又は著しい身体障害 8号）

１人当たり平均支給額

（自己都合） （応募認定退職・定年）

1,420千円 22,067千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。

③   地域手当（令和６年４月１日現在）

地域手当は、当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を考慮して、

次のとおり支給されています。

支給実績（令和５年度決算） 4,564,040千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 162,248円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率)

広島市 6.2 ％ 3,200 人 10 ％

府中町 6.2 ％ 12 人 6 ％

海田町 3.2 ％ 30 人 3 ％

廿日市市 3.2 ％ 145 人 3 ％

坂町 3.2 ％ 21 人 3 ％

呉市 3.2 ％ 246 人 0 ％

三原市 3.2 ％ 143 人 3 ％

尾道市 3.2 ％ 169 人 0 ％

福山市 3.2 ％ 502 人 0 ％

東広島市 3.2 ％ 355 人 3 ％

竹原市 3.2 ％ 21 人 0 ％

府中市 3.2 ％ 27 人 0 ％

三次市 3.2 ％ 209 人 0 ％

庄原市 3.2 ％ 178 人 0 ％

大竹市 3.2 ％ 21 人 0 ％

安芸高田市 3.2 ％ 21 人 0 ％

江田島市 3.2 ％ 14 人 0 ％

熊野町 3.2 ％ 11 人 0 ％

安芸太田町 3.2 ％ 70 人 0 ％

北広島町 3.2 ％ 17 人 0 ％

大崎上島町 3.2 ％ 16 人 0 ％

世羅町 3.2 ％ 19 人 0 ％

神石高原町 3.2 ％ 10 人 0 ％

東京都（特別区） 18.7 ％ 27 人 20 ％
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大阪府（大阪市） 14.7 ％ 4 人 16 ％

宮城県（仙台市） 4.7 ％ 1 人 6 ％

岡山県（岡山市） 1.7 ％ 1 人 3 ％

上記以外の市町 ― 10 人 ―

平均支給率 5.03 ％ ― 6.32 ％

地域手当補正後ラスパイレス指数（R5.4.1）

（ラスパイレス指数）

99.2

（100.5）

（注）１ 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で

支給したと仮定した場合の加重平均の支給率である。

２ 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における

国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用

いて補正したラスパイレス指数

 【 補 正 前 の ラ ス パ イ レ ス 指 数 ×（ １ ＋ 当 該 団 体 の 地 域 手 当 支 給 率 ） ／

（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出】
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④  特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他著しく特殊な勤務に従事する職員には、その勤

務の特殊性に応じて特殊勤務手当が支給されています。

支給実績（令和５年度決算） 1,267,863千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 83,709円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度） 57.0％

手当の種類（手当数） 39種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和5年度決算）

左記職員に対する

支給単価

税務職員の特殊勤務

手当

県税賦課徴収事務従事職

員

県税の賦課徴収に関する事

務に従事したとき
49,893千円

常時従事者  

15,300円/月

それ以外の従事者

550円/日

防疫等作業従事職員

の特殊勤務手当
防疫等作業従事職員

感染症に係る作業又は家畜

伝染病に係る作業に従事し

たとき

270千円 最高 760円/日

新型コロナウイルス感染症

から県民の生命及び健康を

細するための作業に従事し

たとき

(令和5年5月9日から廃止)

42千円
接触 4,000円/日

非接触 3,000円/日

教育職員の特殊勤務

手当
公立学校の教諭等

昼間制課程勤務本務者等が

夜間制課程の勤務等に従事

したとき

0千円 最高 1,110円/時間

種雄牛馬等取扱作業

従事職員の特殊勤務

手当

畜産技術センター等に勤

務する職員

種雄牛馬豚の交配等に係る

作業又は削蹄作業に従事し

たとき

8千円 230円/日

社会福祉業務等従事

職員の特殊勤務手当

厚生環境事務所等に勤務

する職員

福祉又は精神保健に関する

業務に従事したとき
6,677千円 10,700円/月

警察職員の特殊勤務

手当
警察職員

留置施設看守作業、捜査作

業等に従事したとき
424,768千円 最高 4,600円/日

放射線取扱作業従事

職員の特殊勤務手当
人事課に勤務する職員

放射線照射作業等に従事し

たとき
0千円 230円/日 等

精神保健福祉業務従

事職員の特殊勤務手

当

精神保健指定医である職

員及び一般職員

精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律に基づき、

診察、調査、指導等を行っ

たとき

106千円 290円/日

職業訓練事業従事職

員の特殊勤務手当

職業能力開発校等に勤務

する職業訓練指導員
職業訓練に従事したとき 16,367千円 給料月額の6％

爆発物取扱作業従事

職員の特殊勤務手当

火薬類の製造施設等の立

入検査等に従事する職員

爆発物取扱作業に従事した

とき
80千円

250円/日

5,200円/件

（爆発物の確認、運搬

等）

高所作業従事職員の

特殊勤務手当
高所作業従事職員

工事現場における高所で建

設、改修工事の監督、検査

に従事したとき

0千円 最高 320円/日

深所作業従事職員の

特殊勤務手当
深所作業従事職員

河川等での工事において深

所で工事の監督、検査に従

事したとき

0千円 最高 220円/日

坑内作業従事職員の

特殊勤務手当
坑内作業従事職員

トンネル掘り工事におい

て、トンネル坑内で工事の

監督、検査に従事したとき

2千円 最高 560円/日
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和5年度決算）

左記職員に対する

支給単価

特殊自動車運転業務

従事職員の特殊勤務

手当

特殊自動車を運転する業務

に従事した職員

ブルドーザ等を道路の建設

又は道路交通の維持等のた

めに運転したとき

15千円    最高260円/日

農業者研修教育業務

従事職員の特殊勤務

手当

農業技術大学校に勤務す

る職員

農業に関する実習指導業務

に従事したとき
3,085千円 給料月額の6％

夜間定時制高等学校

等勤務職員の特殊勤

務手当

夜間定時制高等学校等勤

務事務職員等

夜間定時制高等学校等を本

務とする業務に従事したと

き

774千円 4,300円/月

有害有毒物取扱作業

従事職員の特殊勤務

手当

試験研究機関等に勤務す

る職員

特定の毒物を使用して行う

作業に従事したとき
158千円 最高 290円/日

衛生検査業務従事職

員の特殊勤務手当
保健所等に勤務する職員

微生物学的検査、血清学的

検査等に従事したとき
15千円 230円/日

家畜保健衛生業務従

事職員の特殊勤務手

当

家畜保健衛生所に勤務す

る獣医師

家畜の保健衛生上必要な試

験・検査の業務等に従事し

たとき

9,234千円 18,000円/月

夜間特殊業務従事職

員の特殊勤務手当

警察本部、警察署等に勤

務する職員

交替制勤務等に従事する職

員が警ら等に従事したとき
179,730千円 最高 1,100円/日

消防訓練業務従事職

員の特殊勤務手当
消防学校に勤務する職員

教育訓練基準に定める教育

訓練に従事したとき
0千円 720円/日

用地取得等折衝業務

従事職員の特殊勤務

手当

土木建築局等に勤務する

職員

用地取得等のための折衝業

務に従事したとき
1,773千円 650円/日

教員特殊業務従事職

員の特殊勤務手当
公立学校の教諭等

児童・生徒の緊急の補導業

務等に従事したとき
428,504千円

最高 6,400円/日

（特例 12,800円/

日）

航空業務従事職員の

特殊勤務手当
航空機操縦等従事職員

航空機の操縦、整備等の業

務に従事したとき

航空機に搭乗して行う災害

時における警戒等の業務に

従事したとき

6,885千円

最高 5,100円/時間

最高 1,900円/時間

公害防止業務従事職

員の特殊勤務手当

環境県民局等に勤務する

職員

大気汚染防止法による事故

現場における測定業務等に

従事したとき

19千円 240円/日

漁業取締業務従事職

員の特殊勤務手当
漁業取締業務従事職員

海上で違法の疑いのある船

舶に対する漁具の検査等の

業務に従事したとき

27千円 500円/日

道路上作業従事職員

の特殊勤務手当

建設事務所に勤務する職

員

交通を遮断することなく行

う道路の維持修繕の作業等

に従事したとき

0千円 最高 300円/日

異常気圧内作業従事

職員の特殊勤務手当

圧搾空気内工事監督等従

事職員

圧搾空気内で行う工事の監

督又は検査に従事したとき
0千円 最高 1,000円/時間

広島学園勤務職員の

特殊勤務手当

広島学園副園長、総務課

職員

広島学園における業務に従

事したとき
245千円 4,300円/月

特別支援学校勤務職

員の特殊勤務手当

特別支援学校に勤務する

事務職員等

特別支援学校における業務

に従事したとき
3,664千円 4,300円/月

看護師等養成業務従

事職員の特殊勤務手

当

看護専門学校に勤務する

職員

看護師等の養成指導に従事

したとき
9,113千円 給料月額の8％
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和5年度決算）

左記職員に対する

支給単価

温室内作業従事職員

の特殊勤務手当

農業技術センター等に勤務

する職員

ビニールハウス又はガラス

ハウス内で６～９月に作業

に従事したとき

    21千円      230円/日

畜産作業従事職員の

特殊勤務手当

畜産技術センター等に勤

務する職員

家畜の糞尿等を取り扱う作

業に従事したとき
8千円 160円/日

教育業務連絡指導担

当職員の特殊勤務手

当

公立学校で連絡調整、指

導助言業務等を担当する

主任等

教育に関する業務について

の連絡調整及び指導助言の

職務を担当し、その職務が

困難であるとして人事委員

会規則で定めるものが当該

業務に従事したとき

100,933千円 200円/日

動物愛護センター勤

務職員の特殊勤務手

当

動物愛護センターに勤務

する職員

動物愛護センターにおける

業務に従事したとき
2,912千円

給料月額の3％又は

10％

災害応急作業等従事

職員の特殊勤務手当
災害応急作業等従事職員

災害発生のおそれがある堤

防等での巡回監視等の業務

に従事したとき

15,099千円
最高840円/日

（特例20,000円/日）

麻薬取締業務従事職

員の特殊勤務手当
麻薬取締員

麻薬取締業務に従事したと

き
1千円 550円/日

多学年学級担当手当
多学年学級を担当する職

員

多学年学級を担当する職員

が当該学級における授業、

指導に従事したとき
6,485千円

最高 350円/日

夜間学級担当手当

夜間学級を置く中学校の

うち本務として当該中学

校の校長等の職にある者、

夜間学級における教育に

従事する教諭等

市町立の中学校で、夜間学

級の業務に従事したとき
0千円

給料月額の4％又は

6％

（注） 特殊勤務手当については、平成 11 年に大幅な見直しを行い、平成 12 年４月１日付けで自動車運転

作業従事職員の特殊勤務手当など７手当を廃止、麻薬取締業務従事職員の特殊勤務手当など２手当を

新設し、税務職員の特殊勤務手当など 16 手当の手当額を改定した。また、平成 14 年４月１日付けで

洗濯作業従事職員の特殊勤務手当、平成 19年４月１日付けでダム管理事務所職員の特殊勤務手当など

２手当を廃止するなど改定した。

⑤ 時間外勤務手当

正規の勤務時間以外に勤務した職員には、時間外勤務手当が支給されています。

支給実績（令和５年度決算） 4,540,579千円

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 399千円

支給実績（令和４年度決算） 4,686,448千円

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 415千円

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和５年度決算）」と同

じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対

象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。
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⑥  その他の手当（令和６年４月１日現在）

支給要件に応じ、次のとおり各種手当が支給されています。

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和5年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和5年度決算）

扶養手当

○扶養親族のある職員に支給。
[行政職以外の本庁部長級職員]

異なる

国の制度

特定管理職員に

対する措置を行

っていない

2,444,881千円 232,713円

・配 偶 者 3,500 円

・子 10,000 円

・その他 3,500 円

[特定管理職員]

・第３子以降の子 6,500 円

[その他の職員]
・配 偶 者 6,500 円

・子 10,000 円

・その他 6,500 円

[共通]
・満 15 歳に達する日後の最初の４月
１日から満 22 歳に達する日以後の
最初の３月 31日までの子

5,000 円加算

住居手当

○月額 14,000 円を超える家賃を支
払っている職員に支給。

(1)家賃 25,000 円以下の場合
家賃の月額－14,000 円

(2)家賃 25,000 円を超える場合
11,000円＋(家賃の月額－25,000円)

×1/2
(最高限度額 28,000 円)

異なる

国の制度

特定管理職員に

対する措置を行

っていない

1,924,744円 260,453円
○単身赴任手当を支給されている職
員で、留守家族の月額 14,000 円
を超える家賃を負担している者に
支給。

・上記により算出した額の 1/2
(最高 14,000 円)

○特定管理職員には、支給しない。

通勤手当

○通勤のため、交通機関等を利用し
ている職員又は自動車等を利用し
ている職員に支給。

・交通機関
98,000 円以下の場合

運賃相当額
98,000 円超の場合

98,000 円＋98,000 円を
超える額×1/2

・交通用具
自動車 通勤距離に応じ

2,000 円～55,100 円
自転車等 通勤距離に応じ

2,000 円～11,000 円

〇駐車料金

 パークアンドライドの利用に限

り、駐車料× 1/2（上限 3,000

円）

※支給限度額 98,000 円とは別

異なる

国の制度

交通機関 55,000
円（55,000 円以
下の場合は運賃
相当額）

特別急行列車又

は高速自動車国

道などを利用し

た場合

特別料金×1/2加

算

(最高 20,000 円)

交通用具

通勤距離に応じ

2,000 円～

31,600 円

3,712,481千円 152,445円



- 21 - 

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和5年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和5年度決算）

単身赴任

手  当

○人事異動によりやむを得ず単身赴

任をする職員に支給。

・基礎額      30,000 円

・ 職員の住居と配偶者の住居との交

通距離区分に応じ

8,000 円～70,000 円の加算

(最高 100,000 円)

同じ ― 145,751千円 372,765円

初 任 給

調整手当

○専門的知識を必要とし、かつ採用

困難な職に採用される職員に支

給。

・ 医療職給料表（一）の適用を受け

る職

最高支給月額：368,800 円

※採用後 35 年以内の期間、採用

から経過年数に応じて減額。

・ 医学又は歯学に関する専門的知識

を必要とする職

最高支給月額：50,800 円

※採用後 35 年以内の期間、採用

からの経過年数に応じて減額。

・ 獣医学に関する専門的知識を必要

とする職

最高支給月額：30,000 円

※採用後 15 年以内の期間、採用

からの経過年数に応じて減額。

・情報に関する高度な専門的知識を

必要とする職

   支給月額：50,000 円

※採用後 10 年以内の期間、定額。

異なる

国の制度

獣医学に関する

専門知識を必要

とする職を対象

職としていない

130,614千円 426,843円

管 理 職

手  当

○管理又は監督の地位にある職のう

ち、その特殊性に基づき指定され

た職にある者に対し、給料表別、

職務の級別、区分別に応じ、定め

られた額を支給。

(例)

本庁の局長   130,000 円

 本庁の部長   110,000 円

 本庁の課長    85,000 円

異なる

国の制度

俸給表別、職務

の級別、俸給特

別調整額の区分

別に定められた

額を支給

(例)

本省の課長 130,300円

本省の室長   94,000円

府県単位機関の部長

72,700円

1,329,041円 680,513円

特地勤務

手  当

○離島その他の生活の著しく不便な

地に所在する公署に勤務する職員

に支給。

・ 給料月額と扶養手当の合計額に支

給割合を乗じて得た額を支給。

３級地 6％  ２級地 4％

１級地 2％

特地勤務手当に準ずる手当 2％

異なる

国の制度

３級地 12％

２級地  8％

１級地  4％

特地勤務手当

に

準ずる手当

6～2％

3,176千円 64,816円
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手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和5年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和5年度決算）

へ き 地

手  当

○交通条件、自然条件等に恵まれな

い地域の小中学校等（へき地学校

等）に勤務する職員に支給。

・ 給料及び扶養手当の合計額に支給

割合を乗じて得た額を支給。

５級地   12％

４級地   10％  ３級地 8％

２級地    6％  １級地   4％

へき地手当に準ずる手当  2％

― ― 21,338千円 56,901円

定 時 制

通信教育

手  当

○定時制教育、通信教育の業務に従

事する教員等に支給。

・ 給料月額の 6％

（管理職手当受給職員は 4％）

― ― 45,881千円 224,048円

産業教育

手  当

○農業・工業高校の実習を伴う農業

又は工業に関する科目を主として

担任する教員等に支給。

・給料月額の 6％

（定時制通信教育手当受給職員は 4％）

― ― 76,702千円 240,445円

義務教育

等 教 員

特別手当

○小学校、中学校又は特別支援学校

の小学部若しくは中学部に勤務す

る教育職員に支給。

・職務の級及び号給に応じて、月額

2,000 円～8,000 円

― ― 826,308千円 57,180円

宿 日 直

手    当

○宿日直勤務をした職員に支給。

・ 勤務１回につき 4,400 円

・ その他特殊な業務：7,400円

・恒常的な宿日直：月額 22,000 円

異なる

国の制度

・勤務 1回につき

4,400 円

・その他特殊な業

務

7,400 円

・恒常的な宿日

直

月額 22,000 円

653,859千円 190,963円

管理職員

特別勤務

手    当

○管理職手当支給対象職員が平日深

夜、休日等に臨時又は緊急等の必

要によりやむを得ず勤務した時に

支給。

・職員区分、勤務日、勤務時間に応じ

     2,000 円～18,000 円/回

異なる

国の制度

職員区分、勤務日、

勤務時間に応じ

3,000 円

～18,000 円／回

17,879千円 63,626円

夜間勤務

手  当

○正規の勤務時間として午後 10 時

から翌日の午前５時までの間に勤

務した職員に支給。

・勤務１時間当たりの給与額

×25％×時間数

同じ ― 440,087千円 91,761円

休日勤務

手  当

○休日等において、正規の勤務時間

中に勤務することを命ぜられた職

員に支給。

・ 勤務１時間当たりの給与額

×135％×時間数

同じ ― 1,240,993千円 216,352円
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寒 冷 地

手  当

○平成 28 年度から廃止。平成 28 年

３月 31 日現在、支給を受けてい

る職員で、平成 28 年４月以降も

廃止前の規定による寒冷地手当の

支給を受けることとなる職員には

令和３年３月 31 日までの間、経

過措置額を支給。

（平成 27 年度まで）

○寒冷積雪の度合いの厳しい地域に

在勤し、かつ居住する職員に支

給。

・世帯主である職員

扶養親族のある職員 17,800 円

その他の世帯主である職員

10,200 円

・その他職員     7,360 円

異なる

国の制度

指定地域に係る

居住要件なし

― ―

（５）特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在）

知事、副知事、県議会議員には給料、報酬、期末手当、退職手当及び地域手当が次のとおり支給

されています。

区  分 給 料 月 額 等

給

料

知 事 1,389,000円

副 知 事 1,091,000円

報

酬

議 長 1,113,000円

副 議 長 964,000円

議 員 901,000円

期
末
手
当

知 事

副 知 事

（令和５年度支給割合） 3.40月分

（令和５年度支給割合） 3.40月分

議 長

副 議 長

議 員

（令和５年度支給割合）

3.40月分

退
職
手
当

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

知 事 給料月額1,389千円×在職月数×0.534 35,602,848円 任期毎

副 知 事 給料月額1,091千円×在職月数×0.385 20,161,680円 任期毎

地
域
手
当

知 事

副 知 事
支給率 7.5％

(注) 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年

＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。
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（６）公営企業職員の状況

 ①、③については令和５年度より企業団が担当することになったため削除。

退職手当についてのみ、知事部局の会計に加算。

② 広島県土地造成事業

ア 職員給与費の状況

  決算

令和５年度の決算における職員給与費の額は、約 5,920 万円で、総費用に占める割合は 1.4

パーセントとなっています。職員給与費には、職員に支払われた給料や手当、退職した職員に

対する退職手当などのほか、地方公務員共済組合負担金や地方公務員災害補償費などが含まれ

ています。

区分 総費用
Ａ

実質収支 職員給与費
Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

（参考）
令和 4年度の総費用に
占める職員給与費比率

令和５年度

千円

4,140,869

千円

1,800,424

千円

59,191

％

1.4

％

21.1

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 26,848 千円を含まない。

区 分
職員数
  Ａ

給 与 費 一人当たり
給与費

Ｂ/Ａ給 料 職員手当 期末・勤勉手当   計 Ｂ

令和５年度

人

9

千円

37,280

千円

8,842

千円

16,882

千円

63,004

千円

7,000

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。

２ 職員数については令和６年３月 31日現在の人数である。

３ 職員数及び給与費については、再任用職員（短時間勤務）を含み、会計年度任用職員

を含まない。

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和５年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

広 島 県       43.5歳 375,962円
427,057円

（583,371円）

（注）１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び地域手当の合算額の平均である。

２ 平均月収額には、時間外勤務手当、通勤手当等の諸手当を含むものであり、

（ ）内の金額は、期末・勤勉手当を含むものである。
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ウ 職員の手当の状況

（ア）期末手当・勤勉手当

広 島 県

１人当たり平均支給額（令和５年度）

1,876千円

（令和５年度支給割合）

期末手当

2.45月分

（1.375月分）

期末手当

2.05月分

（0.975月分）

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役 職 加 算   5～20％

・管理職加算   5～15％

   （注）( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（イ）退職手当（令和６年４月１日現在）

広 島 県

（支給率） 自己都合 応募認定退職・定年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置 3％～45％加算

（退職時特別昇給 公務のための死亡又は著しい身体障害 8号）

1人当たり平均支給額 14,179千円

（自己都合） 1,787千円

（応募認定退職・定年） 22,441千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３～令和５年度に退職した広島県土地造成事業

及び広島県流域下水道事業の職員に支給された平均額である。

（ウ）地域手当（令和６年４月１日現在）

支給実績（令和５年度決算） 2,430千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 269,997円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
一般行政職の制度

(支給率)

広島市 6.2 ％ 9 人 6.2 ％

（注）「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」は、令和５年度における地域手当の額。
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（エ）特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

支給実績（令和５年度決算） 0千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 0円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度） 0.0％

手当の種類（手当数） 2種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和５年度決算）

左記職員に対する支

給単価

用地取得等折

衝業務手当

用地取得等業務に

従事した職員

土地及び物件の取得、権利

の取得及び消滅並びにこれら

に伴う損失補償のための折衝

業務又は工事の施行に伴う損

失補償のための折衝業務で、

現地で行うものに従事したも

の

0 千円 650 円/日

災害応急作業

等手当

災害発生時の応急

作業等に従事した

職員

河川の堤防等のうち豪雨等

異常な自然現象により重大な

災害が発生し、若しくは発生

するおそれがある堤防等にお

いて行う巡回監視又は応急作

業等

 道路のうち豪雨等異常な自

然現象により重大な災害が発

生し、若しくは発生するおそ

れがあるため道路法の規定に

基づき通行が禁止されている

区間内の道路若しくはその周

辺において行う巡回監視又は

応急作業等

 その他知事が上記業務に相

当すると認める業務

0 千円

巡回監視 480 円/

日

（日没～日出

50/100 加算）

応急作業 730 円/

日

（日没～日出

50/100 加算）

（オ）時間外勤務手当

支給実績（令和５年度決算） 1,459千円

職員1人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 208,467円

支給実績（令和４年度決算） 1,257千円

職員1人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 157,146円

   （注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和５年度決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当

の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短期間勤務職員を含む。
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（カ）その他の手当（令和６年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（令和5年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和5年年度決算）

扶養手当

○扶養親族のある職員に支給。
[行政職以外の本庁部長級職員]

同じ ― 894千円 298,000円

・配 偶 者 3,500 円

・子 10,000 円

・その他 3,500 円

[特定管理職員]

・第３子以降の子 6,500 円

[その他の職員]
・配 偶 者 6,500 円

・子 10,000 円

・その他 6,500 円

[共通]
・満15歳に達する日後の最初の４月１
日から満22歳に達する日以後の最初
の３月 31日までの子

5,000 円加算

住居手当

○月額 14,000 円を超える家賃を支
払っている職員に支給。

(1)家賃 25,000 円以下の場合
家賃の月額－14,000 円

(2)家賃 25,000 円を超える場合
11,000円＋(家賃の月額－25,000円)

×1/2
(最高限度額 28,000 円)

同じ ― 672 千円 336,000 円
○単身赴任手当を支給されている職

員で、留守家族の月額 14,000 円
を超える家賃を負担している者に
支給。

・上記により算出した額の 1/2
(最高 14,000 円)

○特定管理職員には、支給しない。

通勤手当

○通勤のため、交通機関等を利用し

ている職員又は自動車等を利用し

ている職員に支給。

・交通機関

98,000 円以下の場合

運賃相当額

98,000 円超の場合

98,000 円＋98,000 円を

超える額×1/2

・交通用具

自動車 通勤距離に応じ

2,000 円～55,100 円

自転車等 通勤距離に応じ

2,000 円～11,000 円

〇駐車料金

 パークアンドライドの利用に限

り、駐車料× 1/2（上限 3,000

円）

※支給限度額 98,000 円とは別

同じ ― 2,367 千円 262,992 円
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手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（令和５年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和５年度決算）

単身赴任

手  当

○人事異動によりやむを得ず単身赴

任をする職員に支給。

・基礎額      30,000 円

・ 職員の住居と配偶者の住居との交

通距離区分に応じ

8,000 円～70,000 円の加算

(最高 100,000 円)

同じ ― 0 千円 0 円

管 理 職

手  当

○管理又は監督の地位にある職のう

ち、その特殊性に基づき指定され

た職にある者に対し、給料表別、

職務の級別、区分別に応じ、定め

られた額を支給。

(例)

本庁の部長        110,000 円

本庁の課長         85,000 円

同じ ― 1,020 千円 1,020,000 円

管理職員

特別勤務

手    当

○管理職手当支給対象職員が平日深

夜、休日等に臨時又は緊急等の必

要によりやむを得ず勤務した時に

支給。

・職員区分、勤務日、勤務時間に応じ

     2,000 円～18,000 円/回

同じ ― 0千円 0円
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④ 広島県流域下水道事業

ア 職員給与費の状況

決算

令和５年度の決算における職員給与費の額は、約１億9,160万円で、総費用に占める割合は2.0

パーセントとなっています。職員給与費には、職員に支払われた給料や手当、退職した職員に

対する退職手当などのほか、地方公務員共済組合負担金や地方公務員災害補償費などが含まれ

ています。

区分 総費用
Ａ

実質収支 職員給与費
Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

（参考）
令和４年度の総費用に
占める職員給与費比率

令和５年度

千円

9,515,267

千円

78,421

千円

191,598

％

2.0

％

1.3

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 110,202 千円を含まない。

区 分
職員数
  Ａ

給 与 費 一人当たり
給与費

Ｂ/Ａ給 料 職員手当 期末・勤勉手当   計 Ｂ

令和５年度

人

24

千円

93,081

千円

21,436

千円

46,348

千円

160,865

千円

6,703

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。

２ 職員数については令和６年３月 31日現在の人数である。

３ 職員数及び給与費については、再任用職員（短時間勤務）を含み、会計年度任用職員

を含まない。

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和５年 4月 1日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

広 島 県       41.3歳 358,578 円
406,326円

（570,518円）

（注）１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び地域手当の合算額の平均である。

２ 平均月収額には、時間外勤務手当、通勤手当等の諸手当を含むものであり、

（ ）内の金額は、期末・勤勉手当を含むものである。

ウ 職員の手当の状況

（ア）期末手当・勤勉手当

広 島 県

１人当たり平均支給額（令和５年度）

1,931千円

（令和５年度支給割合）

期末手当

2.40月分

（1.375月分）

勤勉手当

2.05月分

（0.975月分）

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役 職 加 算   5～20％

・管理職加算   5～15％

   （注）( )内は、再任用職員に係る支給割合である。
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（イ）退職手当（令和６年４月１日現在）

広 島 県

（支給率） 自己都合 応募認定退職・定年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置 3％～45％加算

（退職時特別昇給 公務のための死亡又は著しい身体障害 8号）

１人当たり平均支給額 14,179千円

（自己都合） 1,787千円

（応募認定退職・定年） 22,441千円

注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３～令和５年度に退職した広島県土地造成事業及

び広島県流域下水道事業の職員に支給された平均額である。

（ウ）地域手当（令和６年４月１日現在）

支給実績（令和５年度決算） 6,059千円

支給職員1人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 270,399円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
一般行政職の制度

(支給率)

広島市 6.2 ％ 24 人 6.2 ％

（注）「支給実績」及び「支給職員 1人当たり平均支給年額」は、令和５年度における地域手当の額

（エ）特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

支給実績（令和５年度決算） 0千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 0円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度） 0.0％

手当の種類（手当数） 12種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和5年度決算）

左記職員に対する

支給単価

災害応急作業等

手当

災害発生時の応急作

業等に従事した職員

河川の堤防等のうち豪雨等

異常な自然現象により重大な

災害が発生し、若しくは発生

するおそれがある堤防等にお

いて行う巡回監視又は応急作

業等

 道路のうち豪雨等異常な自

然現象により重大な災害が発

生し、若しくは発生するおそ

れがあるため道路法の規定に

基づき通行が禁止されている

区間内の道路若しくはその周

辺において行う巡回監視又は

応急作業等

 その他知事が上記業務に相

当すると認める業務

0千円

巡回監視 480 円/日

（日没～日出 50/100

加算）

応急作業 730 円/日

（日没～日出 50/100

加算）
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（オ）時間外勤務手当

支給実績（令和５年度決算） 5,425千円

職員1人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 258,353円

支給実績（令和４年度決算） 3,460千円

職員1人当たり平均支給年額（令和４年度決算）   192,237円

   （注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和５年度決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当

の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短期間勤務職員を含む。

（カ）その他の手当（令和６年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（令和５年度決算）

支給職員１人当たり平
均支給年額

（令和５年度決算）

扶養手当

○扶養親族のある職員に支給。
[行政職以外の本庁部長級職員]

同じ ― 2,373千円 263,664円

・配 偶 者 3,500 円

・子 10,000 円

・その他 3,500 円

[行政職以外の本庁局長級職員]

・子 10,000 円

[特定管理職員]

・第３子以降の子 6,500 円

[その他の職員]
・配 偶 者 6,500 円

・子 10,000 円

・その他 6,500 円

[共通]
・満15歳に達する日後の最初の４月１

日から満22歳に達する日以後の最初
の３月 31日までの子

5,000 円加算

住居手当

○月額 14,000 円を超える家賃を支
払っている職員に支給。

(1)家賃 25,000 円以下の場合
家賃の月額－14,000 円

(2)家賃 25,000 円を超える場合
11,000円＋(家賃の月額－25,000円)

×1/2
(最高限度額 28,000円)

○単身赴任手当を支給されている職
員で、留守家族の月額 14,000 円
を超える家賃を負担している者に
支給。

・上記により算出した額の 1/2
(最高 14,000円)

○特定管理職員には、支給しない。

同じ ― 2,127千円 303,857円
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手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異

なる内容

支給実績
（令和５年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和５年度決算）

単身赴任

手  当

○人事異動によりやむを得ず単身

赴任をする職員に支給。

・基礎額      30,000 円

・ 職員の住居と配偶者の住居との

交通距離区分に応じ

8,000 円～70,000 円の加算

(最高 100,000

円)

同じ ― 0 千円 0 円

管 理 職

手  当

○管理又は監督の地位にある職の

うち、その特殊性に基づき指定

された職にある者に対し、給料

表別、職務の級別、区分別に応

じ、定められた額を支給。

(例)

本庁の部長        110,000

円

本庁の課長         85,000

円

本庁の担当監       50,000

円

地方機関の所長             

50,000 円～85,000 円

地方機関の次長  40,000円

同じ ― 2,040 千円 1,020,000 円

管理職員

特別勤務

手    当

○管理職手当支給対象職員が平日

深夜、休日等に臨時又は緊急等

の必要によりやむを得ず勤務し

た時に支給。

・

職員区分、勤務日、勤務時間に応じ

     2,000 円～18,000 円/回

同じ ― 0 千円 0 円
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⑤  広島県病院事業

ア 職員給与費の状況

決算

  令和５年度の決算における職員給与費の額は、約 141 億 5,671 万円で、総費用に占める割合は

49.7 パーセントとなっています。職員給与費には、職員に支払われた給料や手当のほか、退職給付

引当金及び賞与引当金への繰入額や地方公務員共済組合負担金、地方公務員災害補償費などが含ま

れています。

区分 総費用
Ａ

実質収支 職員給与費
Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

（参考）
令和４年度の総費用に
占める職員給与費比率

令和５年度

千円

28,506,244

千円

－1,390,665

千円

14,156,713

％

49.7

％

49.1

（注）資本勘定支弁職員に係る職員は在職していない。

区 分
職員数
  Ａ

給 与 費
一人当たり
給与費

Ｂ/Ａ

給 料 職員手当 期末・勤勉手当   計 Ｂ

令和５年度
     人

1,243

  千円

5,703,788

    千円

2,868,830

    千円

2,288,138

    千円

10,860,756

    千円

8,738

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。

２ 職員数については令和６年３月 31日現在の人数である。

３ 職員数及び給与費については、再任用職員（短時間勤務）を含み、会計年度任用職員

を含まない。

  

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和５年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

広 島 県

（医 師）
43.7歳 556,375 円

1,113,027円

（1,335,284円）

広 島 県

（看護師）
39.0歳 338,566 円

416,024円

（551,326円）

広 島 県

（事 務）
43.3歳 344,597 円

416,026円

（554,048円）

（注）１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び地域手当の合算額の平均である。

２ 平均月収額には、時間外勤務手当、通勤手当等の諸手当を含むものであり、

（ ）内の金額は、期末・勤勉手当を含むものである。
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ウ 職員の手当の状況

（ア）期末手当・勤勉手当

広 島 県

１人当たり平均支給額（令和５年度）

1,720千円

（令和５年度支給割合）

期末手当

2.40月分

（1.375月分）

勤勉手当

2.05月分

（0.975月分）

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役 職 加 算   5～20％

・管理職加算   15～25％

   （注）( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（イ）退職手当（令和６年４月１日現在）

広 島 県

（支給率） 自己都合 応募認定退職・定年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置

定年前早期退職特別措置 3％～45％加算

（退職時特別昇給 公務のための死亡又は著しい身体障害 8号）

１人当たり平均支給額 5,454千円

（自己都合） 1,958千円

（応募認定退職・定年） 16,071千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。

（ウ）地域手当（令和６年４月１日現在）

支給実績（令和５年度決算） 433,303千円

支給職員1人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 347,476円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
一般行政職の制度

(支給率)

広島市 6.2 ％ 935 人 6.2 ％

東広島市 3.2 ％ 102 人 3.2 ％

医師 16 ％ 210 人 16 ％

（注）「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」は、令和５年度における地域手当の額で

ある。
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（エ）特殊勤務手当（令和６月４月１日現在）

支給実績（令和５度決算） 213,534円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５度決算） 255,729円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５度） 66.3％

手当の種類（手当数） 10種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和５年度決算）

左記職員に対する

支給単価

防疫等作業従事職員

の特殊勤務手当

県立病院に勤務する

職員

感染症に係る作業に従事

したとき
0 千円 290 円/日

新型コロナウイルス感染

症から県民の生命及び健

康を保護するための作業

に従事したとき

（～R5.5.31 まで）

16,298 千円

4,000 円/日

(患者と非接触の場合

3,000 円/日)

放射線取扱作業従事

職員の特殊勤務手当

県立病院に勤務する

職員

放射線照射作業等に従事

したとき
2,569 千円 230 円/日等

夜間看護業務等従事

職員の特殊勤務手当

県立病院に勤務する

職員

深夜において、看護業務

や救急患者対処のため手

術等の業務に従事したと

き

180,803 千円 最高 4,690 円/回

衛生検査業務従事職

員の特殊勤務手当

県立病院に勤務する

職員

微生物学的検査、血清学

的検査に従事したとき
0 千円 230 円/日

精神病患者診療業務

等従事職員の特殊勤

務手当

県立広島病院に勤務

する医師等

精神病患者の診療等に従

事したとき
1,313 千円 230 円/日

救急医療業務従事職

員の特殊勤務手当

県立病院に勤務する

医師

宿直又は日直の医師が救

命救急医療業務等に従事

したとき

630 千円 日直 10,000 円/日

7,380 千円 宿直 15,000 円/日

分べん業務従事職員

の特殊勤務手当

県立広島病院産科､

婦人科､生殖医療科

及び新生児科に勤務

する医師

産科等の医師が管理者の

定める時間帯に分べん介

助の業務に従事したとき

3,650 千円 10,000 円/件

診療応援業務従事職

員の特殊勤務手当

県立病院に勤務する

医師又は歯科医師 管理者の定める医療機関

等において勤務を命じら

れ診療応援の業務に従事

したとき

546 千円

宿日直 10,000円/回

（5時間未満

5,000円/回）

100 千円

その他 20,000円/回

（3時間未満

10,000円/回）

県立病院に勤務する

職員（医師又は歯科

医師を除く。）

0 千円

その他 10,000円/回

（3時間未満

5,000円/回）

災害応急作業等従事

職員の特殊勤務手当

県立病院に勤務する

職員

警戒区域等において又は

当該区域内を通行して行

う医療、救援、被害状況

調査及び物資の輸送業務

等に従事したとき

0 千円 480 円/日

ドクターヘリ業務従

事職員の特殊勤務手

当

県立病院に勤務する

医師並びに看護師及

び准看護師

ヘリコプターに搭乗し、

管理者が定める救急医療

業務又は看護業務に従事

したとき

245 千円 1,900 円/回

（オ）時間外勤務手当

支給実績（令和５年度決算） 1,225,109千円

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 983千円

支給実績（令和４年度決算） 1,197,490千円

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 948千円
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   （注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

      ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和５年度決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当

の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短期間勤務職員を含む。

（カ）その他の手当（令和６年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政
職の制度
と異なる
内容

支給実績
（令和５年度決算）

支給職員１人当たり平均
支給年額

（令和５年度決算）

初 任 給

調整手当

○医学等に関する専門的知識を必要

とし、かつ採用困難な職に採用さ

れる職員に支給。

・ 医療職給料表（一）の適用を受け

る職

最高支給月額：368,800 円

・ 医学又は歯学に関する専門的知識

を必要とする職

最高支給月額：50,800 円

※採用後35年以内の期間、採用から

の経過年数に応じて減額。

同じ ― 535,302 千円 2,676,511 円

扶養手当

○扶養親族のある職員に支給。
[行政職以外の本庁部長級職員]

同じ ― 95,681千円 245,335円

・配 偶 者 3,500 円

・子 10,000 円

・その他 3,500 円

[行政職以外の本庁局長級職員]

・子 10,000 円

[特定管理職員]

・第３子以降の子 6,500 円

[その他の職員]
・配 偶 者 3,500 円

・子 10,000 円

・その他 6,500 円

[共通]
・満15歳に達する日後の最初の４月１

日から満22歳に達する日以後の最初
の３月 31日までの子

5,000 円加算

住居手当

○月額14,000円を超える家賃を支払

っている職員に支給。

(1)家賃 25,000 円以下の場合

家賃の月額－14,000 円

(2)家賃 25,000 円を超える場合

11,000円＋(家賃の月額－25,000円)

×1/2

(最高限度額 28,000 円)
同じ ― 129,874 千円 327,964 円

○単身赴任手当を支給されている職

員で、留守家族の月額14,000円を

超える家賃を負担している者に支

給。

・上記により算出した額の 1/2

(最高 14,000 円)

○特定管理職員には、支給しない。
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手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（令和５年度決算）

支給職員１人当たり平
均支給年額

（令和５年度決算）

通勤手当

○通勤のため、交通機関等を利用し

ている職員又は自動車等を利用し

ている職員に支給。

・交通機関

98,000 円以下の場合

運賃相当額

98,000 円超の場合

98,000 円＋98,000 円を

超える額×1/2

・交通用具

自動車

通勤距離に応じ

2,000 円～55,100 円

自転車等

通勤距離に応じ

2,000 円～11,000 円

〇駐車料金

 パークアンドライドの利用に限

り、駐車料× 1/2（上限 3,000

円）

※支給限度額98,000円とは別

同じ ― 97,466千円 166,324円

単身赴任

手  当

○人事異動によりやむを得ず単身赴

任をする職員に支給。

・基礎額      30,000 円

・ 職員の住居と配偶者の住居との交

通距離区分に応じ

8,000 円～70,000 円の加算

(最高 100,000 円)

同じ ― 0 千円 0 円

宿 日 直

手  当

○宿日直勤務をした職員に支給。

・入院患者の急変等に対処する医師
又は歯科医師：21,000 円

・入院患者の管理等のための勤務：
7,400 円

上記以外の勤務：

4,400 円

同じ ― 120,920 千円 387,564 円

管 理 職

手  当

○管理又は監督の地位にある職のう

ち、その特殊性に基づき指定され

た職にある者に対し、給料表別、

職務の級別、区分別に応じ、定め

られた額を支給。

(例)

 本庁の部長   110,000 円

 本庁の課長    85,000 円

 県立広島病院の事務局長

・110,000 円

同じ ― 16,680千円 1,191,429円

管理職員

特別勤務

手    当

○管理職手当支給対象職員が平日深

夜、休日等に臨時又は緊急等の必

要によりやむを得ず勤務した時に

支給。

・職員区分、勤務日、勤務時間に応じ

     

2,000 円～18,000 円/回

同じ ― 140 千円 35,000 円



４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（令和６年４月１日現在）　

１週間の
勤務時間

開始時刻 終了時刻 休憩時間

38時間45分 8:30 17:15 12:00～13:00

（注）交替制勤務職場等を除く。
　　

（２）時間外勤務及び休日勤務の状況（令和５年度）　

（３）年次有給休暇の取得状況（令和５年）　　

職員１人当たりの
平均取得日数 取得率

13.57 67.9%

（注）取得率＝平均取得日数÷20日
　　

（４）特別休暇の内容（令和６年４月１日現在）

職員１人当たりの月平均
時間外・休日勤務時間数

15.50

区　　分 期間等

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による交通遮断 その都度必要と認める時間 

風水震火災その他の非常災害による交通遮断 その都度必要と認める時間 

風水震火災その他の天災地変による職員の現住居の滅失又は損壊等
１週間を超えない範囲内においてその都度必
要と認める期間

その他交通機関の事故等の不可抗力による場合 その都度必要と認める時間

裁判員（裁判員候補者、補充裁判員及び選任予定裁判員を含む。）、検察審
査員（補充員を含む。）、証人、鑑定人又は参考人として国会、裁判所、地方
公共団体の議会その他の官公署への出頭

その都度必要と認める時間

選挙権その他公民としての権利の行使 その都度必要と認める時間

所轄庁の事務又は事業の運営上の必要に基づく事務又は事業の全部又は
一部の停止

その都度必要と認める時間

負傷又は疾病(予防接種による著しい発熱等の場合を含む。)
医師の証明等に基づいて最小限度必要と認
める日又は時間（特定病気休暇については上
限あり）

職員が不妊治療に係る通院等を行う場合
１の年において10日を超えない範囲内で必要
と認める日又は時間

職員の出産

出産予定日の８週間(多胎妊娠の場合は14週
間)前の日から出産の日後８週間(出産の日以
前の期間が６週間に満たないこととなった場合
にあっては、その満たない期間を８週間に加
算した期間)を経過する日までの期間内にお
いて必要と認める期間

妊娠中の女子職員が妊娠に起因する障害(つわり又は悪阻)により勤務するこ
とが困難と認められる場合

14日を超えない範囲内において必要と認める
日又は時間

妊娠中の女子職員が請求した場合において、当該職員が通勤に利用する交
通機関内又は原動機付の交通用具(人事委員会が定めるものに限る。)による
通勤経路の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められ
る場合

正規の勤務時間の始め又は終わりに、１日を
通じて１時間を超えない範囲内で必要と認め
る時間

配偶者の出産
配偶者の入院等の日から出産の日以後２週
間を経過する日までの期間内において３日を
超えない範囲内で必要と認める日又は時間
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その都度必要と認める期間

（注）短時間勤務職員とは、育児短時間勤務職員、再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員をいう。

職員が配偶者の産前産後の期間において、出産に係る子又は小学校就学の始期
に達するまでの子(配偶者の子を含む。)を養育する場合

配偶者の出産予定日の８週間(多胎妊娠の場
合は14週間)前の日から出産の日以後１年を経
過する日までの期間内において、５日を超えな
い範囲内で必要と認める日又は時間

職員の生後満１年6月に達しない子の養育(男子職員にあっては、その配偶者が当
該子を養育できる場合を除く。)

１日２回(短時間勤務職員の勤務時間が４時間
以下の日にあっては１回）、それぞれ45分

配偶者、父母、配偶者の父母、子（配偶者の子及び委託児童（児童福祉法第27条
第１項第３号の規定により里親である職員に委託された児童で子に該当しない者）
を含む。以下この項において同じ。）若しくは孫（子の子をいう。）の看護（負傷し、
又は疾病にかかったその者の世話を行うことをいう。以下この項において同じ。）を
行う職員が当該職員以外に看護を行う者がいないため（義務教育終了前の子又は
満18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある障害のある子（以下「義
務教育終了前の子等」という。）を養育する場合にあっては、当該義務教育終了前
の子等の看護のため）、又は次のイ若しくはロに掲げる職員が当該イ若しくはロに
定める事項を行うため、勤務しないことが相当であると認められる場合
イ　義務教育終了前の子等を養育する職員　当該義務教育終了前の子等に係る
次の事項
　⑴　疾病の予防のために予防接種又は健康診断を受けさせること。　
　⑵　感染症の予防のため又は気象警報等により、在籍する学校等が臨時に休業
となった場合の世話
　⑶　在籍し、又は在籍することとなる学校等が実施する行事への出席
　⑷　児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援又は同条第３項に
規定する医療型児童発達支援を受けさせること。
ロ　義務教育終了前の子等以外の子（満18歳に達する日以後の最初の３月31日ま
での間にある子に限る。）を養育する職員　当該義務教育終了前の子等以外の子
に疾病の予防のために予防接種又は健康診断を受けさせること。

１の年において５日（以下「基本日数」という。）
を超えない範囲内で必要と認める日又は時
間。ただし、義務教育終了前の子等を２人以上
養育する場合には、基本日数に当該義務教育
終了前の子等の看護又はイに定める事項を行
うために５日を加えた日数を超えない範囲内で
必要と認める日又は時間

職員の勤務時間及び休暇等に関する条例第14条第１項に規定する日常生活を営
むのに支障がある者（右欄において「要介護者」という。）の介護その他の人事委
員会が定める世話を行う職員が、当該世話を行うため勤務しないことが相当である
と認められる場合

１の年において５日（要介護者が２人以上の場
合にあっては、10日）を超えない範囲内で必要
と認める日又は時間

女子職員の生理
２日を超えない範囲内においてその都度必要
と認める期間

職員の結婚
７日を超えない範囲内においてあらかじめ必要
と認める期間

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による健康診断 その都度必要と認める日又は時間

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第11条第１項又は第27条第２項の認
定を受けた職員が、その健康の保持を図るため必要な保養をする場合

年間６日を超えない範囲内において必要と認
める日

母子保健法第10条又は第13条の規定による妊娠中又は出産後１年以内の女子職
員の受ける保健指導又は健康診査

妊娠23週(第６月末)までは４週間に１回、妊娠
24週(第７月)から妊娠35週(第９月末)までは２週
間に１回、妊娠36週(第10月)から出産までは１
週間に１回、出産後１年まではその間に１回(医
師等の特別の指示があった場合には、いずれ
の期間についてもその指示された回数)とし、そ
の都度必要と認める日又は時間

父母、配偶者及び子の祭日 慣習上最小限度必要と認める期間

職員の親族が死亡した場合で、職員が葬儀、服喪その他の親族の死亡に伴い必
要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認められるとき

親族の種類毎に定める期間内において必要と
認める期間（配偶者の場合10日など）

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の
充実のため勤務しないことが相当であると認められる場合

１の年の７月から９月の期間（当該期間が業務
の繁忙期であることその他の業務の事情により
当該期間内にこの休暇の全部又は一部を使用
することが困難であると認められる職員にあっ
ては、１の年の６月から10月までの期間）内にお
ける、週休日、勤務時間の全部について時間
外勤務代休時間が指定された勤務日等、休日
及び代休日を除いて原則として連続する３日の
範囲内の期間(短時間勤務職員にあっては、そ
の者の勤務時間等を考慮し、人事委員会が別
に定める日数) 

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動(専ら親
族に対する支援となる活動を除く。)を行う場合で、その勤務しないことが相当であ
ると認められるとき

イ　地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地又はその周辺
の地域における生活関連物資の配布その他の被災者を支援する活動

ロ　障害者支援施設、特別養護老人ホームその他の主として身体上若しくは精神
上の障害がある者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対して必要な措置を
講ずることを目的とする施設であって人事委員会が定めるものにおける活動

ハ　イ及びロに掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾病
により常態として日常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を支
援する活動

その他法令によって特に勤務しないことが認められている場合及び人事委員会が
特に必要と認めた場合

１の年において５日の範囲内の期間
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５　職員の休業に関する状況

　 休業の取得状況（令和５年度） （単位：人）

育児休業 部分休業 自己啓発等休業 配偶者同行休業 高齢者部分休業 大学院修学休業

802 225 0 0 4 0

（注）取得者数は年度内に新規取得した数を示している。

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分者数（令和５年度） （単位：人）

降任 免職 休職 降給 合計

208 208

252 252

59 59

0 0 519 0 519

（２）懲戒処分者数（令和５年度） （単位：人）

戒告 減給 停職 免職 合計

2 1 3

6 2 1 4 13

3 4 7

11 6 1 5 23

７　職員の服務の状況

営利企業等の従事許可の状況（令和５年度）

区　　分

知事部局等

教育委員会

警察本部

合  　　  計

区　　分

知事部局等

教育委員会

警察本部

合    　　計

区　　分 許可件数

知事部局等 68 

教育委員会 3,557 

警察本部 2 

合　    　計 3,627 
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８　職員の退職管理の状況

　 退職者（管理職員）の再就職状況（令和５年度）

（１）知事部局等 （単位：人）

公益的法人等 第三セクター 特別法人

7 0 1 15 11 34

（２）教育委員会 （単位：人）

県出資法人 学校法人 公益法人等 営利企業 合計

0 3 1 0 4

（３）警察本部 （単位：人）

県出資法人 学校法人 公益法人等 営利企業 合計

0 1 6 9 16

９　職員の研修の状況

（１）自治総合研修センターにおける研修の状況（令和５年度）

研修数 本年度受講者数 前年度受講者数

16 2,983 2,980 

26 699 614 

（２）教育センターにおける研修の状況（令和５年度）

研修数 本年度受講者数 前年度受講者数

12 2,069 2,087 

152 7,082 2,627 

（３）警察教養の状況（令和５年度）

研修数 本年度受講者数 前年度受講者数

10 220 311 

25 249 291 

188 1,028 1,049 

県出資法人

研修の種類

一般研修（指名研修）

特別研修（選択研修）

研修の種類

一般研修（指名研修）

特別研修（選択研修）

研修の種類

採用時教養

昇任時教養

専門教養

公益的法人等 営利企業 合計
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10　職員の福祉及び利益の保護の状況 
（１）安全衛生管理体制（令和５年度） 

 
（２）職員の福利厚生事業の状況（令和５年度） 

ア　知事部局等 

　　イ　教育委員会 

　　ウ　警察本部 

 
（３）公務災害等の認定状況（令和５年度） 

 区　　　　　　分 知事部局等 教育委員会 警察本部

 総括安全衛生管理者 選任事業場数 ２箇所 １箇所 １箇所

 衛生管理者 選任事業場数 ３２箇所 ６８箇所 ２６箇所

 安全衛生推進者等 選任事業場数 ４７箇所 ４５箇所 ２箇所

 産業医 選任事業場数 ３２箇所 １１３箇所 ２６箇所

 衛生委員会 設置事業場数 ３２箇所 １１３箇所 ２６箇所

 事　　　業　　　名 内　　　　　　　　　　　　　　容

 義務的健康診断事業 一般定期健康診断、有害業務従事職員特別定期健康診断、VDT作業従事者健康診断等
 生活習慣病予防対策事業 通院ドック、胃検診・肺がん検診等の単科検診等

 肝炎予防等対策事業 B型肝炎感染予防健診、結核健診
 健康教育等 メンタルヘルス研修会、健康管理講演会、ＶＤＴ講習会、女性の健康課題セミナー等

 職員相談 健康相談、メンタルヘルス相談、産業カウンセラーによる相談等

 ライフプラン推進事業 ライフプランセミナー、ライフプラン相談会の開催

 独身寮運営事業 独身寮の管理運営

 事　　　業　　　名 内　　　　　　　　　　　　　　容

 
義務的健康診断事業

一般定期健康診断、雇入時健康診断、VDT作業従事者健康診断、県立学校教職員特別健

康診断等、胃検診、各種ウイルス疾患等予防検診

 生活習慣病予防対策事業 人間ドック、乳がん・子宮がん検診

 
メンタルヘルス対策事業

管理職のメンタルヘルス研修、管理職のメンタルヘルス相談、メール健康相談、職場巡

回相談、ストレスチェック、職場改善相談

 健康管理 職員健康管理システムによる面接指導等

 事　　　業　　　名 内　　　　　　　　　　　　　　容

 安全衛生管理事業 衛生管理者（講習会及び試験）、救急用品購入

 義務的健康診断事業 定期健康診断、特定業務従事者の健康診断

 生活習慣病予防策事業 人間ドック等

 肝炎予防対策事業 B型肝炎検査、B型肝炎予防ワクチン接種
 感染予防対策事業 感染予防対策用物品（手指消毒薬）購入

 
メンタルヘルス対策事業

管理職員メンタルヘルスラインケア講習会、メンタルヘルスセルフケア教

養、職場リハビリテーション保険（傷害総合保険）

 独身寮運営事業 独身寮の管理運営

 区　　分 知事部局等 教育委員会 警察本部 計

 公務災害 ８５件　 １１２件　 １２９件　 ３２６件　

 通勤災害 １１件　 ７件　 ６件　 ２４件　

 計 ９６件　 １１９件　 １３５件　 ３５０件　
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【広島県人事委員会の業務の状況】 

１　職員の競争試験及び選考の状況 

（１）職員採用試験・採用選考実施状況（令和５年度） 

（注）人事委員会が任用手続に関与するものに限る。 

 

（２）職員昇任選考実施状況（令和５年度） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） 

（注）警察本部については警察官を除く。 

 

 
区　　　　　分 受 験 者 数 (Ａ) 合 格 者 数 (Ｂ)

競争倍率 
(A)/(B)

 

競　

争　

試　

験

 
大学卒業程度試験

　　　　　　　　 人 
　  　　　638

　　　　　　　　 人 
          215

　　　　　　　　 倍 
          3.0

 社会人経験者試験           406            49           8.3

 短大卒業程度試験            19             3           6.3

 高校卒業程度試験           134            38           3.5

 警察少年育成官試験  9 1 9.0

 追 加 公 募 等 43  6 7.2

 警察官(男性)試験           722           158           4.6

 警察官(女性)試験           229            54           4.2

 小　　　　計         2,200           524           4.2

 

選
考
試
験

障害のある人を対象 
とした試験 

（身体障害者・精神障害者）
           22             3           7.3

 そ　　 の 　　他            20            11           1.8

 小　　　　計            42            14           3.0

 その他採用選考            60            60

 合　　　　　　計         2,302           598

 職　　　　別 知 事 教育委員会 警察本部 そ の 他 計

 局　長　相　当　職 2 2
 部　長　相　当　職 10 2 1 4 17
 課　長　相　当　職 62 5 3 8 78
 担当監・参事相当職 133 7 18 158
 主　査　相　当　職 119 1 13 37 170
 合　　　　計 326 8 24 67 425
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２　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[勧告日　令和５年 10 月２日］ 

（１）職員給与と民間給与との比較 

ア　職員の平均給与月額等（各年４月１日現在） 

（注）１　職員数は、市町村立学校職員給与負担法第 1 条及び第２条に規定する職員を含み、再任

用職員を除く。 
２　平均給与月額は、各年４月分の給料並びに給料の調整額・教職調整額、扶養手当及び地

域手当等の月額の合計額である。 
 

イ　職員給与と民間給与との較差（令和５年４月分　月例給） 

（注） 職員給与は、アの職員のうち、行政職給料表の適用を受ける職員の平均給与月額（新規採用

職員を除く。） 

 

（２）給与報告及び勧告 

ア　令和５年４月の職員給与と民間給与との較差等に基づく給与改定 

　　（ア）月例給 
　　　　　本年の職員給与と民間給与の較差 3,711 円（0.98％）を解消するため、人材確

保の観点から、初任給を始め若年層に重点を置き、全ての号給について所要の改

定を行うとともに、本県の給料表の構造を踏まえて改定 

　　（イ）特別給（期末手当及び勤勉手当） 

　　　　　民間の支給割合に見合うよう年間支給月数を0.10月分引き上げ（4.40月→4.50

月）、国の改定状況、民間の配分状況等を参考に、引上げ分は期末手当及び勤勉手

当に均等に配分 

　　（ウ）初任給調整手当 

医師に対する初任給調整手当について、国家公務員の取扱いに準じて改定 

　　（エ）実施時期 

令和５年４月１日 

 

　　イ　給与制度をめぐる諸課題 
　　（ア）高齢層職員の昇給制度の見直し 

55歳を超える職員の昇給抑制措置について、本年度から段階的に定年が引き上

げられることや、国や他の都道府県との均衡を図る観点から早急に導入が必要 

　　（イ）暫定再任用職員の処遇改善 

　        暫定再任用職員の給料月額について、本県における勤務実態を踏まえた上で水

準を調整することが適当 

　　（ウ）社会と公務の変化に応じた給与制度の整備 

　　      本年、人事院は、公務員人事管理の報告の中で、給与制度のアップデートの方

 令 和 ４ 年 令 和 ５ 年

 
職員数 平均年齢 平均給与月額 職員数 平均年齢 平均給与月額

 
23,246 人 40.5 歳 385,444 円 23,088 人 40.3 歳 385,221 円

 職員給与（Ａ） 民間給与（Ｂ） 較差（Ｂ－Ａ）

 
377,422 円 381,133 円 3,711 円（0.98％）
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向性と令和６年に向けて検討する事項の骨格案を報告しており、国の動向を注視

することが必要 

　　（エ）在宅勤務等手当の新設 

　　      本年、人事院は、職員の在宅勤務等に伴う光熱・水道費等の費用負担を軽減す

るため、在宅勤務等手当の新設を勧告していることから、国や他の都道府県の動

向等も踏まえ、関係法令改正後、適切に対応できるよう、導入に向けて所要の検

討を進めていくことが必要 

（オ）会計年度任用職員の給与 

　　      本年、地方自治法が改正され、令和６年度から短時間勤務会計年度任用職員に

対する勤勉手当の支給が可能となったことから、法改正の趣旨に沿って人事評価

制度を見直す等の制度設計を確実に進めていくことが必要 

 

（３）人事行政における当面の諸課題に関する報告 

　   ア　人材の確保・育成等 

　  （ア）多様で有為な人材の確保 

人材確保を取り巻く環境が厳しい中においても、意欲と志を持つ人材を確保し

ていくことができるよう、広報活動や試験制度の見直し等を行うことが必要 

また、引き続き社会人経験者や任期付職員の採用等で外部人材を確保し、必要

な民間の知見を積極的に公務に取り入れていくことも重要 

　  （イ）能力・実績に基づく人事管理の推進 

　　　　  定年が今後段階的に引き上げられることや、若年層の離職者が増加しているこ

となどを踏まえれば、職員の士気を高め、組織のパフォーマンスを最大限発揮す

るため、人事評価により職員の能力・実績を的確に把握した上で、その結果を人

材育成の観点から活用するとともに、任用形態を問わず、任用、給与等に適切に

反映することが必要 

　  （ウ）人材育成 

　　　　  高度化・複雑化する行政課題等に対応できる多様な人材を育成するため、職場

における心理的安全性を確保するとともに、成長を実感しながら、やりがいを持

って働ける職場環境を整備することが必要 

特に若年層については、一人一人の状況を丁寧に把握し、職員の思いに向き合

った人材育成を行うことが必要 

（エ）多様な職員が活躍できる職場環境づくり 

　　　　  多様化・複雑化する行政課題に対応していくためには、新しい視点や多様な背

景を持った職員が協力し、課題解決に取り組むことが求められており、女性の活

躍、障害者雇用の推進、高齢層職員、会計年度任用職員の勤務環境等の整備、性

的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する理解の増進が必要 

 

  イ　Well-beingの実現につながる働き方改革と勤務環境の整備 

職員一人一人が高い意欲とやりがいをもって働き、「仕事の充実」と「仕事以外の

暮らしの充実」の好循環を生み出すことが、職員のWell-being（肉体的にも精神的

にも社会的にも全てが満たされた状態）の実現につながるため、働き方改革を推進

し、勤務環境の整備を進めていくことが必要 
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　  （ア）時間外勤務の縮減等 

知事部局では、新型コロナウイルス感染症対策や高病原性鳥インフルエンザの

防疫業務を担う職員が、警察本部では、Ｇ７広島サミットに関連する警備等を担

う職員が、長時間勤務を行っており、上限を超える時間外勤務においては、職員

の健康に最大限配慮することが必要 

時間外勤務を縮減していくためには、徹底した業務の精選・合理化に加え、デ

ジタル技術の活用による業務の効率化等を行い、それでもなお、恒常的に長時間

の時間外勤務を命じざるを得ない場合は、業務量に見合った人員配置を行うなど

の取組を推進するとともに、管理監督者が上限規制の趣旨を踏まえたマネジメン

トを着実に行っていくことが必要 

また、教員の長時間労働については、学校における働き方改革に関する取組に

より、一定の改善は図られてきたものの、未だ道半ばであることから、令和５年

３月に改定した「学校における働き方改革取組方針」に定める目標達成に向けた

取組を着実に進めていくことが必要 

さらに、年次有給休暇の取得推進について、今後も、職員の意識向上や取得し

やすい環境整備等に、引き続き積極的に取り組むことが必要 

　　（イ）仕事と暮らしの両立支援の取組の推進 

育児や介護に責任を有する職員が仕事と暮らしを両立しながら勤務できる環境

を整備することが重要 

男性職員の育児休業については、全ての任命権者で取得率が上昇しているが、

引き続き制度の周知や意識啓発を図り、取得率が低い職域においても取得しやす

い環境の整備を推進していくことが必要 

　　（ウ）多様なワークスタイル・ライフスタイルを可能とする柔軟な働き方の推進 

行政デジタル化への移行を着実に進めるとともに、テレワーク利用の拡大・定

着を図り、柔軟な働き方をより一層推進していくことが必要 

フレックスタイム制について、国や他の地方公共団体の動向も注視しながら、

現場の実情に配慮しつつ、導入について検討することが必要 

 

　　ウ　職員の健康管理等 

　　（ア）職員の健康管理 

精神疾患による長期病休者及び休職者の増加が顕著であり、とりわけ若年層職

員へのメンタルヘルス対策は喫緊の課題 

また、精神疾患の再発防止のためにも、予防や早期発見・早期対応の観点に立

った対策が必要 

　　（イ）ハラスメントの防止 

　　　　　パワー・ハラスメント防止対策の法制化に伴い実施した対策により相談件数が

増加している状況や性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する

国民の理解の増進に関する法律が施行されたことを踏まえて、ハラスメントのな

い職場環境づくりにより一層努め、予防・解決に向けて取り組んでいくことが必

要 

　　（ウ）長距離・長時間通勤の解消 

　　　　　長距離・長時間通勤の実態を把握・分析し、その解消を十分意識した人事異動
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その他の計画的な方策により、長距離・長時間通勤の解消に向けて取り組むこと

が必要 
 

エ　不祥事防止に向けた取組の徹底 

　　　　多くの職員は、真摯に日々の職務に精励しているところであるが、依然として教

職員によるわいせつ・セクハラ行為の懲戒処分事案が後を絶たず、また、知事部局

で官製談合による懲戒処分事案も発生している状況は、極めて遺憾 

事案毎に原因分析を行い、その結果に基づき、不祥事防止に向けた取組を続け、

県民の信頼と負託に応えていくことが必要 
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３　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況（令和５年度） 

（１）件数 

 

（２）処理状況（令和６年３月末現在） 

事案なし 

 

４　職員に対する不利益な処分についての審査請求の状況（令和５年度） 

（１）件数 

 
（２）処理状況（令和６年３月末現在） 

事案なし 

 令和５年度当初 新規要求 取下げ 判定 令和５年度末
 0 件 0 件 0件 0件 0 件

 令和５年度当初 新規申立て 取下げ 裁決・決定 令和５年度末
 １件 0 件 0 件 １件 0 件


